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証券会社に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令（案）の概要 

 

１． 概要 

（Ａ） 改正の趣旨 
 

証券取引所における取引について、投資者の決済関連業務に係る事務コスト及び証拠金所要

額を軽減（注１）し、先物取引・オプション取引の利便性向上を図るため、注文・清算分離制

度（いわゆるギブアップ制度）（注２）（注３）を導入したいとの要望がなされた。 

本制度の下では、注文執行会員等・清算執行会員等が異なることから、それぞれ単独では取

引報告書及び法定帳簿に記載を要する事項の全てを認知することができない。 

それを踏まえて、取引報告書の交付省略、取引報告書の記載内容及び法定帳簿の記載内容

について、証券会社に関する内閣府令、金融機関の証券業務に関する内閣府令、証券仲介業

者に関する内閣府令及び外国証券業者に関する内閣府令について、所要の改正を行うもの。 

 

（注１） 顧客が買いと売りのポジションを同時に保有しているときには、ポジションの相殺が可能で

あるため、相殺額に応じて証拠金の減額が可能。 

（注２） 注文・清算分離行為（ギブアップ）とは、注文執行会員等（顧客が注文・清算分離行為を委

託した会員等。有価証券等清算取次ぎに係る場合には会員等から有価証券等清算取次ぎの委託を

受けた清算参加者。）が、清算執行会員等（注文・清算分離行為に係る清算及び決済を行う会員

等。有価証券等清算取次ぎに係る場合には会員等から有価証券等清算取次ぎの委託を受けた清算

参加者。）に対して清算・決済手続を行わせることをいう。なお、清算執行会員等が、注文執行

会員等から清算・決済手続を引き受けることを「テイクアップ」という。 

（注３） 海外の主要デリバティブ市場では、一般的な制度となっており、国内においては東京金融先

物取引所において導入されている。 

 

（Ｂ） 主な改正内容 

（１）証券会社に関する内閣府令 

①顧客に対する取引報告書の交付省略（第三十条第二項第七号） 

注文・清算分離行為が行われた取引であって、清算執行会員等（注４）が顧客に取引報告書

を交付し、注文執行会員等（注４）は交付しない旨を当該顧客を含めた三者の間で合意してい

る場合には、注文執行会員等は取引報告書の作成を要しないこととする（注５）。 

（注４） 有価証券等清算取次ぎに係る場合には、清算参加者に対して有価証券等清算取次ぎの委託を

行った会員等。 

（注５） 

・ 清算執行会員等は取引報告書の作成、交付が必要。 

・ 当該合意がない場合は、注文執行会員等及び清算執行会員等ともに取引報告書の作成、交付が必

要。  
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②取引報告書の記載内容（別表第二（第三十条第一項関係）） 

注文執行会員等及び清算執行会員等について、取引報告書の作成を要する場合であって、顧

客から直接手数料の受取りがある場合は手数料の記載を要するが、注文執行会員等は「新規又

は決済の別」の記載を要しないこととする。 

 

③法定帳簿の記載内容（別表第八（第六十条第二項関係）） 

イ）注文伝票 

・ 注文執行会員等は作成を要する。注文・清算分離行為が行われた取引である旨を記載事

項として追加し、一般の取引と区別できるようにする。ただし、「新規又は決済の別」等

の記載を要しないこととする。  

・ 清算執行会員等は作成を要しないこととする。 

ロ）取引日記帳 

・ 注文執行会員等は「新規又は決済の別」等の記載を要しないこととする。 

ハ）顧客勘定元帳 

・ 注文執行会員等は作成を要しないこととする（ただし、顧客から直接委託手数料を受け

取った場合を除く）。 

ニ）取引残高報告書 

・ 注文執行会員等は顧客から直接手数料の受取りがある場合には、手数料の記載を要する

こととする。 

・ 注文・清算分離行為が行われた取引であって、清算執行会員等が顧客に取引残高報告書

を交付し、注文執行会員等は交付しない旨を当該顧客を含めた三者の間で合意している場

合には、注文執行会員等は取引残高報告書の作成を要しないこととする（注６）。 

 

（注６）  

・ 清算執行会員等は取引残高報告書の作成、交付が必要。 

・ 当該合意がない場合は、注文執行会員等及び清算執行会員等ともに取引残高報告書の作成、交

付が必要。  

 

（２）その他の内閣府令 

上記（１）の証券会社に関する内閣府令の改正に準じて、金融機関の証券業務に関する内閣府

令、証券仲介業者に関する内閣府令及び外国証券業者に関する内閣府令においても所要の整備を

行う。 

 

２． 公布日・施行日 

  平成１９年５月１６日 


